
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　長手方向における一端が少なくとも２枚の振動板によって挟持され、かつ、他端が別の
少なくとも２枚の振動板によって挟持された連結板が、基板に形成された対向する凹部の
底面間に跨設され、
　当該各振動板の少なくとも一方の平板面の少なくとも一部に圧電素子が配設されると共
に、当該各振動板が、少なくとも当該各振動板が当該連結板を挟持する方向において当該
凹部の側面と接合され、
　固定板が、当該固定板の長手方向が当該振動板が当該連結板を挟持する方向と平行にな
るように、当該連結板に接合されてな

特徴とする圧
電／電歪デバイス。
【請求項２】
当該固定板と当該連結板との接合部に切欠部が形成されていることを特徴とする請求項１
記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項３】
当該連結板が当該連結板の跨設方向において２分割されて、当該連結板の中央部に間隙部
が形成され、当該間隙部を横架するように、当該固定板が当該連結板の平板面に接合され
てなることを特徴とする請求項１記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項４】
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り、少なくとも前記圧電素子の変位を前記連結板の
撓みによって拡大する変位拡大機構に基づき前記固定板の変位を得ることを



分割された当該連結板を横架する位置において、当該固定板の端部に切欠部が形成されて
いることを特徴とする請求項３記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項５】
当該固定板が、当該連結板と交差するように接合されてなることを特徴とする請求項１記
載の圧電／電歪デバイス。
【請求項６】
当該連結板における、当該連結板と当該基板との接合部と、当該連結板と当該振動板との
接合部との間において、当該連結板に切欠部が形成されていることを特徴とする請求項１
記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項７】
当該連結板が当該固定板の長手方向に少なくとも２分割され、当該固定板が、分割されて
形成された少なくとも２枚の連結板と接合されてなることを特徴とする請求項１記載の圧
電／電歪デバイス。
【請求項８】
当該固定板と当該連結板との接合部から当該固定板の長手方向にかけて、当該固定板にひ
んじ部が設けられていることを特徴とする請求項２記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項９】
当該固定板と当該連結板との接合部を中心として、対角対置に位置する１組の圧電素子を
同位相で駆動し、かつ、他組の圧電素子を逆位相で駆動することを特徴とする請求項１記
載の圧電／電歪デバイス。
【請求項１０】
当該固定板の長手方向軸を対称軸として、線対称の位置にある１組の圧電素子を同位相で
駆動し、かつ、他組の圧電素子を逆位相で駆動することを特徴とする請求項１記載の圧電
／電歪デバイス。
【請求項１１】
当該連結板を挟持する１対の振動板２枚が、当該連結板の厚み方向にずれた位置において
、それぞれ当該連結板と接合されていることを特徴とする請求項１記載の圧電／電歪デバ
イス。
【請求項１２】
当該連結板を挟持する１対の振動板２枚と当該連結板との接合位置の中点を点対称中心と
して、当該各振動板の一方の平板面に圧電素子を配設し、かつ、当該圧電素子を同位相で
駆動することを特徴とする請求項１１記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項１３】
　連結板が基板に形成された凹部の側面間に跨設され、
　少なくとも一方の平板面の少なくとも一部に圧電素子を配設した少なくとも２枚の振動
板が、当該連結板と当該基板の凹部底面との間に跨設され、
　固定板が、当該固定板の長手方向が当該振動板の跨設方向と平行となるように当該連結
板に接合されて

ことを特徴とする圧電／電歪デバイス。
【請求項１４】
　平板面を対向するように構成した２枚１組の振動板が、少なくとも２組 当該連結板と
当該基板の凹部底面との間に跨設されてなることを特徴とする請求項１３記載の圧電／電
歪デバイス。
【請求項１５】
当該固定板と当該連結板との接合部に切欠部が形成されていることを特徴とする請求項１
３記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項１６】
当該連結板が当該連結板の跨設方向において２分割されて、当該連結板の中央部に間隙部
が形成され、当該間隙部を横架するように、当該固定板が当該連結板の平板面に接合され
てなることを特徴とする請求項１３記載の圧電／電歪デバイス。
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なり、少なくとも前記圧電素子の変位を前記連結板の撓みによって拡大す
る変位拡大機構に基づき前記固定板の変位を得る

、



【請求項１７】
分割された当該連結板を横架する位置において、当該固定板の端部に切欠部が形成されて
いることを特徴とする請求項１６記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項１８】
少なくとも、当該連結板と当該振動板並びに当該基板から選ばれた任意の２つの部材の全
ての接合が、それぞれの側面でなされていることを特徴とする請求項１又は１３記載の圧
電／電歪デバイス。
【請求項１９】
少なくとも、当該連結板と当該振動板並びに当該基板が、一体的に形成されていることを
特徴とする請求項１又は１３記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項２０】
少なくとも当該圧電素子を除くデバイス各部が、グリーンシート積層法を用いて作製され
ていることを特徴とする請求項１又は１３記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項２１】
当該固定板の変位として、当該固定板の長手方向における一軸方向変位、若しくは、当該
固定板と当該連結板との接合部近傍を中心とした面内回転変位、或いは、当該連結板の長
手方向軸を中心とした回転変位、の少なくともいずれかを用いることを特徴とする請求項
１又は１３記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項２２】
　当該回転変位が、当該圧電素子の変位を

２段階に拡大する 拡大機構に基づいたものであることを特徴とする請求項２１記載の
圧電／電歪デバイス。
【請求項２３】
１個の圧電素子を２分割し、一方を駆動用素子として用い、他方を補助素子として用いる
ことを特徴とする請求項１又は１３記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項２４】
当該圧電素子及び当該圧電素子の電極に導通する電極リードが、樹脂若しくはガラスから
なる絶縁コーティング層により被覆されてなることを特徴とする請求項１又は１３記載の
圧電／電歪デバイス。
【請求項２５】
当該樹脂がフッ素樹脂若しくはシリコーン樹脂であることを特徴とする請求項２４記載の
圧電／電歪デバイス。
【請求項２６】
当該絶縁コーティング層の表面上に、更に導電性部材からなるシールド層が形成されてな
ることを特徴とする請求項２４記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項２７】
当該基板、当該固定板、当該連結板、当該振動板が、安定化ジルコニアあるいは部分安定
化ジルコニアからなることを特徴とする請求項１又は１３記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項２８】
当該圧電素子における圧電膜が、ジルコン酸鉛、チタン酸鉛、マグネシウムニオブ酸鉛か
らなる成分を主成分とする材料からなることを特徴とする請求項１又は１３記載の圧電／
電歪デバイス。
【請求項２９】
当該固定板、当該連結板、当該振動板の少なくともいずれかの形状が、レーザ加工若しく
は機械加工によりトリミングして寸法調整されたものであることを特徴とする請求項１又
は１３記載の圧電／電歪デバイス。
【請求項３０】
当該圧電素子における電極がレーザ加工若しくは機械加工されることにより、当該圧電素
子の有効電極面積の調整されたものであることを特徴とする請求項１又は１３記載の圧電
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、当該連結板の撓み変位として拡大する変位拡
大と、前記連結板の撓み変位を当該固定板の回転モードの変位として拡大する変位拡大の

変位



／電歪デバイス。
【請求項３１】
少なくともそれぞれの固定板を連結した２個以上の圧電／電歪デバイスからなることを特
徴とする請求項１又は１３記載の圧電／電歪デバイス。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、圧電／電歪膜を用いたデバイスに係り、特に、電気エネルギーを機械的な変位
や力あるいは振動等の機械エネルギーに変換したり、その逆の変換を行う素子において、
その作動特性を向上せしめる圧電／電歪デバイスの構造に関するものである。具体的には
、各トランスデューサ、各種アクチュエータ、周波数領域機能部品（フィルタ）、トラン
ス、通信用や動力用の振動子や共振子、発信子、ディスクリミネータ、超音波センサや加
速度センサ、角速度センサや衝撃センサ、質量センサ等の各種のセンサ、更には、内野研
二著「圧電／電歪アクチュエータ　基礎から応用まで」（日本工業技術センター編、森北
出版）に記載のサーボ変位素子等に用いられるユニモルフ型素子並びにバイモルフ型素子
に適用されるものであり、好ましくは光学機器、精密機器等の各種精密部品等の変位や位
置決め調整、角度調整の機構に用いられる各種アクチュエータに好適に採用される圧電／
電歪デバイスに関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、光学や磁気記録、精密加工等の分野において、サブミクロンオーダーでの光路長や
位置を調整する変位制御素子が所望されるようになってきている。これに応えるものとし
て、強誘電体等の圧電／電歪材料に電界を加えたときに惹起される逆圧電効果や電歪効果
に基づくところの変位を利用した素子である圧電／電歪アクチュエータ等の開発が進めら
れている。
【０００３】
その中で、ハードディスクに代表される磁気記録分野においては、近年特に記憶容量の大
容量化が著しいが、これは書込／読出とい記録方式の改善に加え、記録トラック数を増し
て記録媒体をより効率よく使用し、記録密度自体を増大させるという試みがなされている
ことによる。
【０００４】
この試みはこれまで、ボイスコイルモータの改良を主に行われてきたが、新たな技術とし
て、例えば、「ＴＲＡＮＳＤＵＣＥＲ’９７」の「１９９７　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ
ｌ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　ｏｎ　ｓｏｌｉｄ－ｓｔａｔｅ　Ｓｅｎｓｏｒｓ　ａｎｄ　
Ａｃｔｕａｔｏｒｓ」の予稿集１０８１～１０８４頁には、Ｓｉ若しくはＮｉのマイクロ
マシンプロセスで作製した静電方式のマイクロアクチュエータをハードディスク用磁気ヘ
ッドのトラッキングシステムに適用する試みが紹介されている。
【０００５】
また、特開平１０－１３６６６５号公報には、図１６に示されるような、圧電／電歪材料
から構成される板状体に少なくとも１つの孔部を設けることにより固定部１０３と可動部
１０４とこれらを接続する少なくとも１つの梁部１０２とを一体的に形成し、少なくとも
１つの梁部１０２の少なくとも一部に固定部１０３と可動部１０４とを結ぶ方向に伸縮が
生じるように、電極層１０５を設けて変位発生部を構成し、変位発生部の伸縮に伴って発
生する固定部１０３に対する可動部１０４の変位が、板状体の面内における弧状変位又は
回転変位となるような圧電アクチュエータが開示されている。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、従来の主としてボイスコイルモータを用いた記録ヘッドの位置決め技術で
は、さらなる大容量化に応えるべく、トラック数を増して正確にそのトラックをトレース
するように、正確に位置決めすることは困難である。
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【０００７】
また、前述した静電方式マイクロアクチュエータを用いた技術は、マイクロマシニングに
より形成した複数の板状電極間に電圧を印加することにより変位を得るものであるが、構
造上、共振周波数を上げることが難しく、その結果、高速動作を行った場合に振動が減衰
し難く、位置決めの精度が低下するという問題を内在する。また、変位原理的に、電圧－
変位特性の直線性に劣るという特徴があり、精密な位置合わせの観点からみると、解決課
題は多い。更に、マイクロマシニングというプロセス自体、製造コストの面で問題がある
。
【０００８】
更に、特開平１０－１３６６６５号公報開示の圧電アクチュエータは、圧電作動部がモノ
モルフ構造をとっていることから、おのずと圧電膜の主歪みの軸と圧電作動部の主変位の
軸とは同軸若しくは平行となり、このため圧電作動部自体の発生変位は小さく、可動部の
変位も小さいという問題がある。また圧電アクチュエータ自体が重く、しかも特開平１０
－１３６６６５号公報中にも記されているように、動作上有害な振動、例えば高速作動時
の残留振動や振動ノイズに対しても影響を受けやすく、孔部に充填材を充填して有害振動
を抑制しなければならない必要がある。ところが、このような充填材の使用は、可動部の
変位に対して悪影響を与えるおそれがある。更に、圧電アクチュエータそのものが、機械
的強度に劣る圧電／電歪材料そのもので構成せざろうを得ないことから、材料強度からく
る形状の制約、使用用途の制約等を受け易いという問題もある。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
　本発明は上述した圧電／電歪デバイスの問題点に鑑みてなされたものであり、本発明に
よれば、高速かつ精密に、平面内運動や回転運動による大きな変位を得ることができる圧
電電歪デバイスが提供される。
　即ち、本発明によれば、第１の圧電／電歪デバイスとして、長手方向における一端が少
なくとも２枚の振動板によって挟持され、かつ、他端が別の少なくとも２枚の振動板によ
って挟持された連結板が、基板に形成された対向する凹部の底面間に跨設され、当該各振
動板の少なくとも一方の平板面の少なくとも一部に圧電素子が配設されると共に、当該各
振動板が、少なくとも当該各振動板が当該連結板を挟持する方向において当該凹部の側面
と接合され、固定板が、当該固定板の長手方向が当該振動板が当該連結板を挟持する方向
と平行になるように、当該連結板に接合されてな

特
徴とする圧電／電歪デバイス、が提供される。
【００１０】
この第１の圧電／電歪デバイスにおいては、固定板と連結板との接合部に切欠部を形成す
ることが好ましい。また、連結板を、連結板の跨設方向において２分割して、連結板の中
央部に間隙部を形成し、この間隙部を横架するように、固定板を連結板の平板面に接合し
て構成することも可能である。この場合には、分割された連結板を横架する位置において
、固定板の端部に切欠部を形成することが好ましい。なお、固定板を連結板と交差するよ
うに連結板に接合する構造も好適に採用される。
【００１１】
また、連結板における、連結板と基板との接合部と、連結板と振動板との接合部との間に
おいて、連結板に切欠部を形成することも好ましい。また、連結板を固定板の長手方向に
少なくとも２分割し、固定板を分割されて形成された少なくとも２枚の連結板に接合した
構造とすることも可能である。更に、固定板と連結板との接合部から固定板の長手方向に
かけて、固定板にひんじ部を設けることも好ましい。
【００１２】
なお、第１の圧電／電歪デバイスにおいては、固定板と連結板との接合部を中心として、
対角対置に位置する１組の圧電素子を同位相で駆動し、かつ、他組の圧電素子を逆位相で
駆動する作動方法が好適に採用される。一方、固定板の長手方向軸を対称軸として、線対
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り、少なくとも前記圧電素子の変位を前
記連結板の撓みによって拡大する変位拡大機構に基づき前記固定板の変位を得ることを



称の位置にある１組の圧電素子を同位相で駆動し、かつ、他組の圧電素子を逆位相で駆動
する作動方法も用いられる。ところで、本発明の圧電／電歪デバイスにおいては、連結板
を挟持する１対の振動板２枚を、連結板の厚み方向にずれた位置において、それぞれ連結
板と接合した構造とすることが可能であり、このときには、連結板を挟持する１対の振動
板２枚と連結板との接合位置の中点を点対称中心として、各振動板の一方の平板面に圧電
素子を配設し、かつ、これらの圧電素子を同位相で駆動する作動方法を用いることも可能
である。
【００１３】
　さて、本発明によれば、第２の圧電／電歪デバイスとして、連結板が基板に形成された
凹部の側面間に跨設され、少なくとも一方の平板面の少なくとも一部に圧電素子を配設し
た少なくとも２枚の振動板が、当該連結板と当該基板の凹部底面との間に跨設され、固定
板が、当該固定板の長手方向が当該振動板の跨設方向と平行となるように当該連結板に接
合されて

ことを特徴とする圧電／電歪デバイス、が提供
される。
【００１４】
　この第２の圧電／電歪デバイスにおいては、平板面を対向するように構成した２枚１組
の振動板を、少なくとも２組 連結板と基板の凹部底面との間に跨設した構造も好適に採
用される。また、固定板と連結板との接合部に切欠部を形成することも好ましい。更に、
連結板を連結板の跨設方向において２分割して、連結板の中央部に間隙部を形成し、この
間隙部を横架するように、固定板を連結板の平板面に接合した構造とすることもできる。
なお、分割された連結板を横架する位置において、固定板の端部に切欠部を形成すること
が好ましい。
【００１５】
上述した本発明にかかる第１及び第２の圧電／電歪デバイスについては、少なくとも、連
結板と振動板並びに基板から選ばれた任意の２つの部材の全ての接合が、それぞれの側面
でなされていることが好ましい。従って、連結板をその跨設方向に分割した場合を除いて
は、固定板もまた連結板と互いの側面において接合されていることが好ましい。そして、
少なくとも、連結板と振動板並びに基板は一体的に形成されていることが好ましい。従っ
て、この場合にも、連結板をその跨設方向に分割した場合を除いては、固定板もまた連結
板等と一体的に形成されていることが好ましい。このような各部の側面接合や一体構造は
、少なくとも圧電素子を除くデバイス各部、即ち、基板、固定板、連結板、振動板を、グ
リーンシート積層法を用いて作製することで、容易に得ることができる。
【００１６】
　本発明の圧電／電歪デバイスは、固定板の変位、特に固定板の先端の変位を利用するも
のであるが、この固定板の変位としては、固定板の長手方向における一軸方向変位、若し
くは、固定板と連結板との接合部近傍を中心とした面内回転変位、或いは連結板の長手方
向軸を中心とした回転変位、の少なくともいずれかを用いることが好ましく、このうち回
転変位については、圧電素子の変位を２段階に拡大する 拡大機構に基づくものを利用
することが好ましい。ここで、「２段階に拡大する 拡大機構」とは、圧電素子の発生
変位を連結板の撓み変位 拡大 、更にその拡大された 変
位 固定板の回転モードの変位 拡大する 拡大機構
をいう。このような各種の変位は、振動板及び圧電素子の配設位置や圧電素子の駆動位相
を制御することにより行われる。なお、１個の圧電素子を２分割し、一方を駆動用素子と
して用い、他方を補助素子として用いることも好ましい。ここでの補助素子とは、故障診
断用素子、変位確認／判定用素子、駆動補助用素子等をいう。
【００１７】
圧電素子及び圧電素子の電極に導通する電極リードを樹脂若しくはガラスからなる絶縁コ
ーティング層により被覆することが好ましい。樹脂としては、フッ素樹脂若しくはシリコ
ーン樹脂が好適に用いられる。こうして、絶縁コーティング層を形成した場合には、更に
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なり、少なくとも前記圧電素子の変位を前記連結板の撓みによって拡大する変位
拡大機構に基づき前記固定板の変位を得る

、

変位
変位

として する変位拡大と 連結板の撓み
を として 変位拡大の２段階に拡大する変位



その表面上に、導電性部材からなるシールド層を形成することが好ましい。
【００１８】
基板、固定板、連結板、振動板の材料としては、安定化ジルコニアあるいは部分安定化ジ
ルコニアが好適に用いられる。一方、圧電素子における圧電膜としては、ジルコン酸鉛、
チタン酸鉛、マグネシウムニオブ酸鉛からなる成分を主成分とする材料が好適に用いられ
る。固定板、連結板、振動板の少なくともいずれかの形状はレーザ加工若しくは機械加工
によりトリミングして寸法調整を容易に行うことができ、圧電素子における電極をレーザ
加工若しくは機械加工することにより、圧電素子の有効電極面積を調整することも好まし
い。なお、本発明においては、２個以上の上述した圧電／電歪デバイスを、少なくともそ
れぞれの固定板が連結するように一体化し、１個の圧電／電歪デバイスとすることも好ま
しい。
【００１９】
ところで、本発明の圧電／電歪デバイスを前述した特開平１０－１３６６６５号公報記載
の圧電アクチュエータと比較すると、本発明の圧電／電歪デバイスは、振動板を有するユ
ニモルフ若しくはバイモルフ型構造であるため、圧電膜の主歪みの軸と圧電作動部（圧電
膜の歪みにより変位を起こす部分）の主変位の軸とは方向が異なるものであり、この特徴
を活かして圧電膜の歪みを屈曲モードへ拡大でき、従って、大きな固定板の変位が得られ
るという特徴を有する。また、本発明の圧電／電歪デバイスは、機能分化が可能であり、
圧電膜以外の基板等を機械的強度、靱性に優れるジルコニアを主成分とする材料で構成し
得ることから、所望の強度を有し、しかも小型、薄型、軽量のデバイスを得ることができ
る利点がある。更に、変位特性に対する外部からの影響を受け難く、従って充填材等を用
いる必要がないという特徴をも有する。
なお、本発明において使用する圧電素子、圧電膜そして圧電セラミックスの「圧電」には
、「圧電」及び「電歪」の双方の意味が含まれる。
【００２０】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態について図面を参照しながら説明する。
図１（ａ）は、第１の圧電／電歪デバイス（以下、「デバイス」という。）３１の一実施
態様を示す平面図であり、図１（ｂ）は、Ｙ１軸を通り、Ｘ－Ｙ平面に垂直な面、即ち、
Ｙ－Ｚ平面におけるデバイス３１の断面を、Ｘ軸方向から見た断面図である（以下、図１
（ｂ）のような断面図を「Ｙ１軸における矢視ＡＡ図」のように表現することとする。）
。ここで、デバイス３１において、連結板２は、その長手方向（Ｘ軸方向）における一端
が２枚の振動板３Ａ・３Ｂによって挟持され、かつ、他端が別の２枚の振動板３Ｃ・３Ｄ
によって挟持された状態において、基板５に形成された対向する凹部６Ａ・６Ｂの底面間
に跨設されている。また、振動板３Ａ～３Ｄの一方の平板面には圧電素子４Ａ～４Ｄがそ
れぞれ配設されると共に、振動板３Ａ～３Ｄは凹部６Ａ・６Ｂの側面及び底面に接合され
、固定板１は、固定板１の長手方向が振動板３Ａ～３Ｄが連結板２を挟持する方向、即ち
Ｙ軸方向と平行になるように、連結板２に接合されている。
【００２１】
これら固定板１、連結板２、振動板３Ａ～３Ｄ、基板５の各部材の接合は、各部材の側面
において好適に行われ、一体的に形成されていることが好ましい。後述するグリーンシー
ト積層法を用いれば、容易に一体成形されたデバイス３１を得ることができる。なお、圧
電素子４Ａ～４Ｄには、圧電素子４Ａ～４Ｄを形成する電極から電極リードが基板５へ向
けて配設されるが、図１では省略されている。
【００２２】
ここで、固定板とは、圧電素子の駆動により所定の変位を生ずる要素であって、固定板に
は、例えば磁気ヘッド等の部材を取り付けられる。また、連結板とは、固定板と基板並び
に振動板を連結する要素をいい、振動板とは表面に配設した圧電素子によって歪みを生じ
、この歪みを連結板に伝達する要素をいう。なお、振動板は、逆に固定板が変位したとき
に発生する歪みが連結板を介して振動板に伝達された場合に、その歪みを圧電素子に伝達
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する役割をも果たす。基板とは、駆動部（連結板、固定板、振動板並びに圧電素子をいう
。）を保持すると共に、測定装置へ取り付けるための種々の電極端子を配設し、実際の使
用においてハンドリングに供される要素をいう。
【００２３】
基板に形成される凹部は、必ずしも底面に対して垂直な側面を有する窪みである必要はな
く、また、必ずしも一方向に開口している部位を有する必要もない。底面と側面とは曲率
を有した角部を有していても良い。即ち、凹部とは１辺の底面と２辺の側面を有している
部位をいう。例えば、基板の外周の一部を四角形状に切り欠くことで凹部が形成され、ま
た、基板内部に四角形状の孔部を設けた場合には、４辺の内の３辺を凹部とみなすことが
できる。なお、凹部における側面と底面のなす角は、本発明におけるデバイスの駆動特性
が得られる範囲で、傾きを有していてもよい。
【００２４】
圧電素子４Ａ～４Ｂの態様としては、図１２に示されるように、圧電膜８６を第１電極８
５と第２電極８７とで挟んで層状に形成した積層型圧電素子８８が代表的であるが、図１
３に示すような振動板８９上に圧電膜９０を配し、圧電膜９０上部に第１電極９１と第２
電極９２とが、一定幅の隙間部９３を形成した櫛型構造を有する圧電素子９４Ａを用いる
こともできる。なお、図１３における第１電極９１と第２電極９２は、振動板８９と圧電
膜９０の接続面の間に形成されてもかまわない。更に、図１４に示すように、櫛型の第１
電極９１と第２電極９２との間に圧電膜９０を埋設するようにした圧電素子９４Ｂも好適
に用いられる。
【００２５】
図１３及び図１４に示した櫛型電極を有する圧電素子を用いる場合には、櫛形電極におけ
るピッチＤを小さくすることで、変位を大きくすることが可能となる。このような図１２
～図１４記載の圧電素子は、後述する本発明のデバイス全てに適用することができる。
【００２６】
さて、デバイス３１において、圧電素子４Ａ～４Ｄに電圧を印加すると、圧電膜には印加
電圧に応じた歪みが発生する。この歪みが振動板３Ａ～３Ｄに伝達され、次に連結板２へ
、更に固定板１へと伝達されることにより、固定板１に所定の変位が発生する。
【００２７】
従って、図１に示されるように、振動板３Ａ～３Ｄにおける同じ向きの平板面に圧電素子
４Ａ～４Ｄを配設した場合に、固定板１と連結板２との接合部を中心として、即ち、Ｘ軸
とＹ軸の交点を中心として、対角対置に位置する１組の圧電素子４Ａ・４Ｄを同位相で駆
動し、かつ、他組の圧電素子４Ｂ・４Ｃを、圧電素子４Ａ・４Ｄに対して逆位相で駆動す
ると、圧電素子４Ａ・４Ｄが伸びた場合に圧電素子４Ｂ・４Ｃは縮み、この状態が圧電素
子４Ａ～４Ｄが配設された振動板３Ａ～３Ｄの変位となって現れるため、固定板１には、
図１中の矢印Ｋ１で示されるような、Ｘ－Ｙ平面内におけるＸ軸とＹ軸の交点を中心とし
た面内回転変位が生ずる。
【００２８】
一方、固定板１の長手方向軸であるＹ軸を対称軸として、線対称の位置にある１組の圧電
素子４Ａ・４Ｃを同位相で駆動し、かつ、他組の圧電素子４Ｂ・４Ｄを逆位相で駆動する
と、図１中の矢印Ｋ２で示されるような、Ｘ－Ｙ平面内におけるＹ軸方向の一軸方向変位
が得られる。
【００２９】
なお、圧電素子の駆動に関する同位相／逆位相とは、発生する圧電素子の歪み方向を定め
るものであり、同位相とは同じ方向の歪みとなるように圧電素子を駆動することであり、
逆位相とは逆方向の歪みとなるように駆動させるか、若しくは信号を加えずに駆動させな
いこと、即ち相対的にみて逆向きの歪みとなるように駆動することを意味する。従って、
電界誘起歪みの横効果（ｄ 3 1）を利用するもの並びに電界誘起歪みの縦効果（ｄ 3 3）を利
用するものを適宜組み合わせて、一群の圧電素子を構成することが可能である。また、分
極操作の必要な圧電材料で圧電素子を構成すれば、全て同じｄ 3 3若しくはｄ 3 1を利用する
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ものであっても、駆動時の信号を分極時の極性と同じ向きとするか逆向きとするかで、位
相を制御することができる。
【００３０】
このように、デバイス３１は、圧電素子４Ａ～４Ｄの変位を拡大した連結板２の変位が、
更に固定板１の変位として拡大される構造を有していることから、連結板２の長さと固定
板の長さを種々に選択することにより、応答速度や固定板１の先端変位量、変位の発生力
を任意に設定することが可能である。
【００３１】
　さて、固定板１に上述した変位を発生させるデバイス３１においては、固定板１ 連結
板２の長手方向中央部において連結板２と接合されていることが好ましく、この場合には
変位の制御が容易であって、最も大きな変位拡大率を得ることができる。
【００３２】
また、デバイス３１において、振動板３Ａ～３Ｄと圧電素子４Ａ～４Ｄは、全てが同一形
状を有する必要はない。例えば、振動板３Ａ・３Ｃと圧電素子４Ａ・４ＣのＹ軸方向長さ
を短くして、逆に振動板３Ｂ・３Ｄと圧電素子４Ｂ・４ＤのＹ軸方向長さを長く設定して
、固定板１に前述した一軸方向変位を発生させることも可能である。同様に、振動板３Ａ
・３Ｄと圧電素子４Ａ・４ＤのＹ軸方向長さを短くして、逆に振動板３Ｂ・３Ｃと圧電素
子４Ｂ・４ＣのＹ軸方向長さを長く設定することにより、固定板１に面内回転変位を発生
させることも可能である。
【００３３】
更に、振動板３Ａ・３Ｄには圧電素子４Ａ・４Ｄを設けずにＸ軸方向に平行なスリットを
設けた構造とし、或いは振動板３Ａ・３Ｄを設けない構造として、圧電素子４Ｂ・４Ｃを
同位相で駆動することにより、固定板１に面内回転変位を起こすことが可能であり、振動
板３Ａ・３Ｃには圧電素子４Ａ・４Ｃを設けずにＸ軸方向に平行なスリットを設けた構造
とし、或いは振動板３Ａ・３Ｄを設けない構造として、圧電素子４Ｂ・４Ｄを同位相で駆
動することにより、固定板１に一軸方向変位を起こすことも可能である。
【００３４】
なお、デバイス３１では、振動板３Ａ～３Ｄの一方の平板面にのみ圧電素子４Ａ～４Ｄが
設けられているが、他方の平板面にも圧電素子を配設することも、また好ましい。この場
合、全ての圧電素子を駆動用に用いることができることはいうまでもなく、一方の平板面
側の圧電素子については、上述したように固定板１の駆動に用い、他方の平板面側の圧電
素子については、補助素子として用いることもできる。ここでの補助素子とは、故障診断
用素子、変位確認／判定用素子、駆動補助用素子等をいい、補助素子の使用により高精度
な固定板の駆動が可能となる。
【００３５】
補助素子の配設は、振動板３Ａ～３Ｄの一方の平板面に設けられた圧電素子４Ａ～４Ｄを
Ｘ軸方向に分割した２素子１組として形成することによっても行うことができる。この場
合、固定板１と連結板２との接合部に近い側の圧電素子を駆動用として用い、他方を補助
素子として用いる。１個の圧電素子の分割は、１個の圧電素子を配設した後にレーザ加工
等により分割加工する方法、あるいは圧電素子を配設する際に最初から分割して２素子１
組として配設する方法のいずれを用いてもよい。更に１枚の振動板に複数の圧電素子を配
設して、変位・振動の制御を行うことも好ましい。
【００３６】
なお、圧電素子は連結板２に掛からなければ、基板５に掛かるように設けても構わない。
上述した振動板や圧電素子の態様は種々に組み合わせて用いることができることはいうま
でもない。
【００３７】
次に、図２の平面図は、本発明のデバイスの別の実施態様を示すものである。デバイス３
２においては、振動板３Ａ～３Ｄは、それぞれが凹部６Ａ・６Ｂの側面とのみ接合されて
おり、凹部６Ａ・６Ｂの底面とは接合されずに、凹部６Ａ・６Ｂの底面と振動板３Ａ～３
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Ｄとの間には、間隙部７が形成されている。このように、振動板３Ａ～３Ｄは、少なくと
も振動板３Ａ～３Ｄが連結板２を挟持する方向（Ｙ軸方向）において凹部６Ａ・６Ｂの側
面と接合されていればよく、この場合には、前述したデバイス１と比較して、固定板１の
Ｙ軸への一軸方向変位をより純粋なものとすることができる利点がある。
【００３８】
なお、デバイス３１とデバイス３２のそれぞれの固定板１の形状を比較しても明らかなよ
うに、固定板１の形状には制限はなく、固定板１の先端に取り付ける素子やセンサの形状
並びに重量等を考慮して、固定板１の形状を設定すればよい。
【００３９】
続いて、本発明のデバイスの更に別の実施態様を示す平面図を図３に示す。デバイス３３
は、デバイス３１における固定板１と連結板２との接合部に、切欠部８を設けた構造を有
している。この場合には、デバイス３１と比較して、連結板の変位をより効率よく、固定
板１の面内回転変位に変換することが可能となる。つまり、先に図１に示したデバイス３
１における固定板１の面内回転変位は、主に連結板２のＸ－Ｙ平面内における撓み変位に
基づいて発生するものであり、そのため連結板２と固定板１との接合角度が概略維持され
た変位であるのに対し、図３に示したデバイス３３のように切欠部８を設けた場合には、
更に連結板２と固定板１との接合位置において、連結板２の撓み変位を、更に固定板１と
連結板２の接合角を変化させる形の回転変位に変換することが可能となり、その結果、固
定板１の変位をより大きなものすることができる。即ち、図１に示したデバイス３１は、
圧電素子４Ａ～４Ｄの変位を主に連結板２の撓み変位に拡大して利用するものであり、図
３に示したデバイス３３は、その撓み変位に拡大された変位を更に回転変位として拡大し
た、いうなれば２段階の拡大機構を有効に発現し得る構造である。なお、切欠部８は、連
結板２の幅方向の距離、即ちＹ軸方向の距離を、固定板１内に至るまでに長く形成するこ
とが好ましく、一方、切欠部８の幅、即ち切欠部８のＸ軸方向の距離は短い方が好ましい
。
【００４０】
図４は、本発明のデバイスの更に別の実施態様を示す平面図である。デバイス３４におけ
る振動板の配設状態は、前述したデバイス３２と同様であるが、デバイス３４においては
、連結板２が、連結板２の跨設方向であるＸ軸方向において２分割されて連結板２の中央
部に間隙部９が形成され、この間隙部９を横架するように、固定板１を連結板２の平板面
に接合した構造を有している。
【００４１】
このように、固定板１を別体として準備することにより、用途等に応じて、固定板１の材
料選択及び形状選択の幅を広げることができる利点がある。しかしながら、連結板２と固
定板１とは、接着剤等を用いて接合しなければならないために、信頼性の点で若干劣るこ
とは否めない。なお、デバイス３４において、分割された連結板２を横架する位置、即ち
間隙部９において、固定板１の端部に、デバイス３３と同様の切欠部８を形成することが
可能である。
【００４２】
図５（ａ）は、本発明のデバイスの更に別の実施態様を示す平面図であり、デバイス３５
においては、固定板１が連結板２と交差するように連結板２に接合して形成された構造を
有している。このような構造とすることにより、固定板１の両端を大きく変位させること
ができ、両端のそれぞれに素子やセンサを取り付けることが可能となる。
【００４３】
図５（ｂ）はＹ１軸における矢視ＡＡ図であり、ここで、連結板２を挟持する１対の振動
板２枚（振動板３Ｃ・３Ｄ）は、連結板２の厚み方向（Ｚ軸方向）にずれた位置において
、それぞれ連結板２と接合されている。この場合には、連結板２を挟持する１対の振動板
２枚（振動板３Ｃ・３Ｄ）と連結板２との接合位置の中点Ｏを点対称中心として、振動板
３Ｃ・３Ｄの一方の平板面に圧電素子４Ｃ・４Ｄを配設し、かつ、これらの圧電素子４Ｃ
・４Ｄを同位相で駆動すると、図５（ｃ）に示されるＹ軸における矢視ＢＢ図に示される
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ように、連結板２の長手方向軸（Ｘ軸）を中心とした回転変位を生じさせることが可能と
なる。
【００４４】
図６（ａ）は、デバイス３５の連結板２における、連結板２と基板５との接合部と、連結
板２と振動板３Ａ～３Ｄとの接合部との間において、連結板２に切欠部１０を形成したデ
バイス３６を示す平面図であり、図６（ｂ）は、Ｘ軸における矢視ＡＡ図である。この切
欠部１０の形成により、固定板１をより効率よく動作させることが可能となる。なお、こ
の切欠部１０の形成に当たっては、連結板２の厚みをも低減させると、更に動作効率が高
まるため、好ましい。切欠部１０の形状は、その幅及び／又は厚みを小さくする限りにお
いて、制限されるものではない。
【００４５】
さて、図７に示したデバイス３７は、連結板２を固定板１の長手方向（Ｙ軸方向）に２分
割し、更に、分割された連結板２のそれぞれを連結板２の跨設方向に２分割した態様を有
している。従って、固定板１は、結果的に４枚の連結板２に横架するように、連結板２の
片側平面に接合されている。ここで、連結板２と固定板１とが一体的に形成されていても
よいことは言うまでもなく、連結板２の分割は３分割以上であっても構わない。本発明に
おけるこのような固定板の長手方向（Ｙ軸方向）における連結板の分割とは、連結板が分
割されて間隙が形成された結果、新たに形成された連結板のＹ軸方向の幅が小さくなる場
合に加えて、連結板のＹ軸方向幅を変化させずに、Ｙ軸方向に間隙を介して複数並列に配
設された形状となる場合をも含む。
【００４６】
このようなデバイス３７においては、圧電素子４Ａ～４Ｄは、それぞれ１枚ずつの連結板
２を、対応する振動板３Ａ～３Ｄを介して駆動する態様となっているために、圧電素子４
Ａ～４Ｄの歪みを固定板１に作用させるポイント（接合部）を複数取ることができ、例え
ば、圧電素子４Ａ・４Ｄを同位相で、圧電素子４Ｂ・４Ｃを圧電素子４Ａ・４Ｄとは逆位
相で駆動することにより、効率的に固定板１に面内回転変位を生ぜしめることが可能とな
る。
【００４７】
また、圧電素子４Ａ・４Ｃを同位相で、圧電素子４Ｂ・４Ｄを圧電素子４Ａ・４Ｃとは逆
位相で駆動することにより、Ｙ軸方向の一軸方向変位を得ることができるが、このとき、
Ｙ軸方向において連結板２間に間隙部１１が形成されているために、前述したデバイス３
１等と比較して、より純粋な変位を得ることが可能となる。
【００４８】
なお、間隙部１１において、連結板２よりも厚みの薄い板状部材をＹ軸方向において、連
結板２間に跨設しても構わない。この場合には、板状部材を跨設しない場合と比較すると
、固定板１の相対的な変位量は低下するものの、剛性を高めて、より早い応答速度で固定
板１を動作させることが可能となる。また、間隙部１１は必ずしも連結板２の全長（Ｘ軸
方向長さ）にわたって形成する必要はなく、連結板２内の少なくとも一部に形成されてい
てもその効果は得られる。
【００４９】
図８には、固定板１の長手方向に分割されて形成された２枚の連結板に、固定板１が一体
的に接合され、また、固定板１と連結板２との接合部から固定板１の長手方向にかけて、
固定板１にひんじ部１２が設けられ、更に固定板１と連結板２との接合部に切欠部８が形
成されたデバイス３８の平面図を示した。ひんじ部１２は固定板１の面内回転変位の発生
を補助するため、切欠部８と同時に形成することによって、より効果的に大きな面内回転
変位を得ることができるようになる。このようなひんじ部１２は、前述したデバイス３１
～３７においても形成することができることはいうまでもない。
【００５０】
さて、次に、図９には、本発明のデバイスの更に別の実施態様を示す。デバイス３９は、
例えば、図９（ａ）に示されるように、２枚の振動板３Ａ・３Ｂを用いた場合には、前述
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したデバイス３２における振動板３Ａ・３Ｃを取り除いた態様である。つまり、デバイス
３９は、連結板２が基板５に形成された凹部６の側面間に跨設され、圧電素子４Ａ・４Ｂ
を配設した２枚の振動板３Ａ・３Ｂが、連結板２と基板５の凹部６底面との間に跨設され
、固定板１が、固定板１の長手方向が振動板３Ａ・３Ｂの跨設方向（Ｙ軸方向）と平行と
なるようにして連結板２に接合された構造を有している。なお、振動板３Ａ・３Ｂは、通
常は、固定板１の長手方向軸（Ｙ軸）について対称な位置に配設される。また、連結板２
と凹部６底面との間に跨設される振動板は２枚以上であってもよい。
【００５１】
図９（ｂ）～（ｄ）は、このデバイス３９に好適に採用される振動板３Ｂの態様を示すＹ
１軸における矢視ＡＡ図である。この振動板３Ｂの態様は当然に振動板３Ａにも適用され
る。図９（ｂ）は、連結板２と基板５のそれぞれの表面近傍に振動板３Ｂを跨設した態様
を示している。
【００５２】
また、図９（ｃ）は、平板面を対向するように構成した２枚１組の振動板３Ｂ・３Ｃを、
連結板２と基板５との間に跨設した構造を示している。この場合、振動板３Ａについても
、２枚１組となるように別に１枚の振動板３Ｄが設けられ、合計４枚の振動板で固定板を
駆動することとなる。このような構造において、圧電素子４Ｂ・４Ｃを同位相で駆動し、
圧電素子４Ａと圧電素子４Ｄ（図示されていない振動板３Ｄに配設される圧電素子）を圧
電素子４Ｂ・４Ｃとは逆位相で駆動することにより、固定板１に面内回転変位を支配的に
生じさせることが可能であり、また、全ての圧電素子４Ａ～４Ｄを同位相で駆動すること
により、一軸方向変位を支配的に生じさせることが可能となる。こうして、２枚の振動板
／圧電素子を用いた場合と比較して、Ｚ軸方向の固定板１の変位を抑制することが可能と
なるのみならず、固定板１の変位量と駆動力を大きくとることができる利点があり、好ま
しい。なお、前述したように、連結板２と凹部６底面との間に跨設される振動板は２枚以
上であってもよいことに対応して、平板面を対向するように構成した２枚１組の振動板は
、２組以上配設することができる。
【００５３】
図９（ｄ）は、振動板３Ｂを、連結板２の厚み方向の中央部に設置した態様を示している
。この場合、圧電素子４Ｂ（振動板３Ｂ）の連結板２に対する作用点を連結板２の重心位
置とすることができるために、固定板１のＺ軸方向の変位を低減させることが可能となり
、好ましい。
【００５４】
なお、これら図９（ｃ）、（ｄ）に示した振動板の態様は、連結板を挟持する他の実施の
態様に対しても適用することが可能である。即ち、図９（ｃ）の態様を適用した場合には
、連結板の厚み方向に対向する２枚１組の振動板で連結板を挟持することとなり、図９（
ｄ）の態様を適用した場合には、連結板の厚み方向の中央部において２枚の振動板で連結
板が挟持されることとなる。
【００５５】
続いて、図１７には、前述した図３記載のデバイス３３を２個連結したデバイス４０の平
面図を示した。デバイス４０においては、圧電素子４Ａ～４Ｄによって駆動される固定板
１Ａと、圧電素子４Ｅ～４Ｈによって駆動される固定板１Ｂが連結され、一体的な固定板
１が形成されている。このような構造とすることにより、大きな発生変位を維持し、さら
にデバイスの駆動力を増大させることができる効果がある。こうして、例えば、固定板に
各種センサや磁気ヘッド等の他のデバイスを固定する際に、そのデバイスの大きさや質量
に応じて、デバイス３３の構造とするか、連結したデバイス４０の構造とするかを、適宜
選択することが容易となる。
【００５６】
また、デバイス４０は、変位制御並びに振動制御の観点からは、連結した一方のデバイス
（例えば固定板１Ｂ側）を所定のタイミングで制動用に駆動させることで、高速作動時に
発生する固定板１の不要な残留振動を低減し、高速な位置決めを行うことができる特徴を
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有する。
【００５７】
このようなデバイスの連結は、デバイス３３を用いた場合に限定されるものではなく、図
１～図９に示した全てのデバイス３１～３９にも適用することができる。例えば、図１８
の平面図に示されるデバイス４１は、図５に示したデバイス３５を連結した構造を有し、
連結板２Ａ・２Ｂの長手方向軸を中心とした回転変位の発生変位を維持し、また駆動力を
増大させ、一方、固定板１の制動を行うことが可能となる。
【００５８】
さて、上述したデバイスの連結は、２個のデバイスの連結に限定されるものではなく、実
施態様を考慮して２個以上のデバイスを連結することも可能である。一例として、図１９
に、図３に示したデバイス３３を４個連結したデバイス４２の平面図を示す。デバイス４
２は、換言すれば、図１７に示したデバイス４０をＸ軸について対称となるように２個連
結した構造でもあるが、このような構造とすることによって、より純粋なＸ軸方向並びに
Ｙ軸（Ｙ１軸、Ｙ２軸）方向の変位を、大きな力で発生することが可能となる。
【００５９】
以上、本発明のデバイスの構造を中心に、その実施の態様について説明してきたが、固定
板の変位モード、即ち面内回転変位、一軸方向変位、回転変位の各種の変位モードは、固
定板の変位方向がそれぞれ説明した方向に支配的であることを意味しているものであって
、それ以外の方向成分を有することを完全に排除しているものではない。本発明のデバイ
スを、磁気ヘッドへ適用することを考えると、ヘッドと記録媒体との間隔（ギャップ）を
一定に保つように、三次元的に変位しない一軸方向変位と面内回転変位を用いることが好
ましい。
【００６０】
なお、上述した各種のデバイスについては、圧電素子がユニモルフ構造となっているが、
勿論、バイモルフ構造としても何ら問題はなく、更に、配設する振動板、圧電素子の数に
ついても、上述したデバイスの設計思想を逸脱しない範囲において任意に選択することが
できることはいうまでもない。また、本発明のデバイスは、上述したように、圧電素子に
よって駆動する変位素子や振動子といった能動素子としての利用に限定されず、加速度セ
ンサや衝撃センサ等の受動素子である各種センサにも用いることができる。特に、加速度
の検出にあっては、固定板先端におもり等の慣性質量を設けて、先端部の重量を大きくす
ることによって、検出感度の向上を容易に図ることができる。
【００６１】
次に、前述したデバイス３９を例に、圧電素子からの電極リードの形成の態様について説
明する。図１０（ａ）は、デバイス３９に配設した圧電素子４Ａ・４Ｂに、電極リード２
１Ａ～２１Ｄを設けると共に、圧電素子４Ａ・４Ｂと電極リード２１Ａ～２１Ｄに絶縁コ
ーティング層２２を設け、更に絶縁コーティング層２２を被覆するようにシールド層２３
を形成した一実施態様を示す平面図であり、図１０（ｂ）～（ｄ）は、それぞれが、図１
０（ａ）中のＸ１軸における矢視ＡＡ図であって、異なる実施の態様を示している。
【００６２】
絶縁コーティング層２２は、固定板１や圧電素子４Ａ・４Ｂを液体雰囲気や加湿雰囲気等
で使用する場合の圧電素子４Ａ・４Ｂや電極リード２１Ａ～２１Ｄの短絡を有効に防止す
る機能を有する。シールド層２３は、デバイスを高周波数で動作させる場合や高周波の振
動を検出する場合等に、外部からの電磁波を遮断して変位精度を良好に確保する他、誤作
動やノイズの混入を防止する機能を有する。
【００６３】
シールド層２３の配設の態様としては、図１０（ｂ）に示されるように、基板５を挟み込
むように形成する態様の他、図１０（ｃ）に示されるように、基板５上の配線部分のみを
囲う態様や、図１０（ｄ）に示すように、配線部分を上部片側のみでシールドする態様が
挙げられるが、中でも、図１０（ｂ）、（ｃ）に示すような配線部分全体をシールドする
態様が好ましい。なお、図１０（ａ）においては、基板５に設けられたスルーホール２４
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を用いて基板５の各面に形成されたシールド層２３の導通を確保しているが、基板５の側
面を利用してこの導通を図ってもよい。これら、絶縁コーティング層２２及びシールド層
２３の形成に好適に用いられる材料の詳細については、デバイスの構成材料について後述
する際に併せて説明する。
【００６４】
次に、本発明のデバイスに用いられる材料について説明する。基板、固定板、連結板、振
動板としては、好適にはセラミックが用いられ、例えば、安定化ジルコニア、部分安定化
ジルコニア、アルミナ、マグネシア、窒化珪素等を挙げることができる。このうち、安定
化ジルコニアと部分安定化ジルコニアは、薄板においても機械的強度が大きいこと、靭性
が高いこと、圧電膜や電極材との反応性が小さいことから最も好適に採用される。なお、
これら基板等の材料として、安定化ジルコニア若しくは部分安定化ジルコニアを使用する
場合には、少なくとも振動板には、アルミナあるいはチタニア等の添加物を含有させて構
成すると好ましい。
【００６５】
また、セラミックを用いた場合には、後述するグリーンシート積層法を用いて、デバイス
を一体的に成形することができるため、各部の接合部の信頼性の確保や製造工程の簡略化
等の見地から好ましい。
【００６６】
なお、本発明のデバイスにおける固定板の厚みや形状には制限がなく、使用用途に応じて
適宜設計されることは既に述べたが、基板の厚みもまた、操作性を考慮して適宜決められ
る。これに対し、振動板の厚みは３～２０μｍ程度とすることが好ましく、振動板と圧電
素子を合わせた厚みは１５～６０μｍとすることが好ましい。また、連結板の厚みは２０
～６００μｍ、幅３０～５００μｍが好適であり、連結板のアスペクト比（幅（Ｙ軸方向
長さ）／厚み（Ｚ軸（Ｘ軸及びＹ軸の両方に垂直な軸）方向長さ））は、０．１～１５の
範囲とすることが好ましいが、特にＸ－Ｙ平面内の変位をより支配的なものとする為には
、０．１～７の範囲とすることが好ましい。
【００６７】
圧電素子における圧電膜としては、膜状に形成された圧電セラミックスが好適に用いられ
るが、電歪セラミックスや強誘電体セラミックス、或いは反強誘電体セラミックスを用い
ることも可能である。また、分極処理が必要な材料でも、必要でない材料のいずれであっ
てもよい。但し、磁気記録ヘッド等に用いる場合には、固定板の変位量と駆動電圧若しく
は出力電圧とのリニアリティが重要とされるため、歪み履歴の小さい材料を用いることが
好ましく、従って、坑電界としては、１０ｋＶ／ｍｍ以下の材料を用いることが好ましい
。
【００６８】
具体的な圧電セラミックスとしては、ジルコン酸鉛、チタン酸鉛、マグネシウムニオブ酸
鉛、ニッケルニオブ酸鉛、亜鉛ニオブ酸鉛、マンガンニオブ酸鉛、アンチモンスズ酸鉛、
マンガンタングステン酸鉛、コバルトニオブ酸鉛、チタン酸バリウム等や、これらのいず
れかを組み合わせた成分を含有するセラミックスが挙げられる。このうち、本発明におい
ては、ジルコン酸鉛とチタン酸鉛及びマグネシウムニオブ酸鉛からなる成分を主成分とす
る材料が好適に用いられるが、これは、このような材料が高い電気機械結合係数と圧電定
数を有すること、圧電膜の焼結時における基板（セラミック基板）との反応性が小さく、
所定の組成のものを安定に形成することができること等の理由による。
【００６９】
更に、上記圧電セラミックスに、ランタン、カルシウム、ストロンチウム、モリブデン、
タングステン、バリウム、ニオブ、亜鉛、ニッケル、マンガン、セリウム、カドミウム、
クロム、コバルト、アンチモン、鉄、イットリウム、タンタル、リチウム、ビスマス、ス
ズ等の酸化物、若しくはこれらいずれかの組み合わせ又は他の化合物を、適宜添加したセ
ラミックスを用いてもよい。例えば、ジルコン酸鉛とチタン酸鉛及びマグネシウムニオブ
酸鉛を主成分とし、これにランタンやストロンチウムを含有させ、坑電界や圧電特性を調
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整して用いることもまた好ましい。
【００７０】
一方、圧電素子の電極は、室温で固体であり、導電性に優れた金属で構成されていること
が好ましく、例えば、アルミニウム、チタン、クロム、鉄、コバルト、ニッケル、銅、亜
鉛、ニオブ、モリブデン、ルテニウム、パラジウム、ロジウム、銀、スズ、タンタル、タ
ングステン、イリジウム、白金、金、鉛等の金属単体あるいはこれらのいずれかを組み合
わせた合金が用いられ、更に、これらに圧電膜あるいは振動板と同じ材料を分散させたサ
ーメット材料を用いてもよい。
【００７１】
圧電素子における電極の材料選定は、圧電膜の形成方法に依存して決定される。例えば、
振動板上に第１電極を形成した後、第１電極上に圧電膜を焼成により形成する場合には、
第１電極には圧電膜の焼成温度においても変化しない白金等の高融点金属を使用する必要
があるが、圧電膜を形成した後に圧電膜上に形成される第２電極は、低温で電極形成を行
うことができるので、アルミニウム等の低融点金属を使用することができる。
【００７２】
また、圧電素子を一体焼成して形成することもできるが、この場合には、第１電極及び第
２電極の両方を圧電膜の焼成温度に耐える高融点金属としなければならない。一方、図１
３に示したように、圧電膜９０上に第１及び第２電極９１・９２を形成する場合には、双
方を同じ低融点金属を用いて形成することができる。このように、第１電極及び第２電極
は、圧電膜の焼成温度に代表される圧電膜の形成温度、圧電素子の構造に依存して、適宜
好適なものを選択すればよい。なお、電極リードは、圧電素子における電極と同時に形成
することが可能であり、また、振動板上の電極リードは圧電素子と同時に形成しておき、
その後に基板上の電極リードを、スパッタ法、スクリーン印刷法等、種々の方法を用いて
形成しても良い。
【００７３】
続いて、圧電素子並びに電極リード上に形成する絶縁コーティング層の材料としては、絶
縁性のガラス若しくは樹脂が用いられるが、変位を阻害しないようにしてデバイスの性能
を上げるためには、ガラスよりも樹脂を用いることが好ましく、化学的安定性に優れたフ
ッ素樹脂、例えば、四フッ化エチレン樹脂系テフロン（デュポン（株）製のテフロンＰＴ
ＦＥ）、四フッ化エチレン・六フッ化プロピレン共重合体樹脂系テフロン（テフロンＦＥ
Ｐ）、四フッ化エチレン・パーフロロアルキルビニルエーテル共重合体樹脂系テフロン（
テフロンＰＦＡ）、ＰＴＦＥ／ＰＦＡ複合テフロン等が好適に用いられる。また、これら
のフッ素樹脂よりも耐食性、耐候性等に劣るが、シリコーン樹脂（中でも熱硬化型のシリ
コーン樹脂）も好適に用いられる他、エポキシ樹脂、アクリル樹脂等も目的に応じて使用
することができる。なお、圧電素子並びにその近傍と、電極リード並びにその近傍とで異
なる材料を用いて、絶縁コーティング層を形成することも好ましい。更に、絶縁性樹脂に
無機・有機充填材を添加し、振動板等の剛性を調整することも好ましい。
【００７４】
絶縁コーティング層を形成した場合に、絶縁コーティング層上に形成されるシールド層の
材料としては、金、銀、銅、ニッケル、アルミニウム等の種々の金属が好適に用いられる
が、他にも上述した圧電素子における電極等に用いられる全ての金属材料を用いることが
できる。また、金属粉末を樹脂と混合してなる導電性ペーストを用いることもできる。
【００７５】
続いて、本発明のデバイスの作製方法について、前述したデバイス３１を例に説明するが
、その他のデバイス３２～３９も同様の方法により作製することができる。上述した通り
、デバイスは固定板等の部材から構成されているため、別体で準備された種々の材料から
なる部品をそれぞれ接合して作製することが可能である。しかし、この場合、生産性が高
いものではなく、接合部における破損等が生じやすいことから、信頼性の面で問題がある
。そこで、本発明においてはセラミックス粉末を原料としてグリーンシート積層法が好適
に採用される。
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【００７６】
グリーンシート積層法においては、先ず、ジルコニア等のセラミックス粉末にバインダ、
溶剤、分散剤等を添加混合してスラリーを作製し、これを脱泡処理後、リバースロールコ
ーター法、ドクターブレード法等の方法により所定の厚みを有するグリーンシート若しく
はグリーンテープを作製する。次に、グリーンシートを金型を用いた打ち抜き（パンチン
グ）等の方法により、図１１に示すような種々のグリーンシート部材（以下、「シート部
材」という。）を作製する。
【００７７】
シート部材５１は、焼成後に、基板５、連結板２、固定板１並びに振動板３Ａ～３Ｄとな
る部材であり、この時点ではそれらの形状が不明確な一枚板の状態となっている。これは
、前述したように、振動板３Ａ～３Ｄは、３～２０μｍと薄く形成することが好ましいこ
とから、グリーンシートの状態でこれら各部材の形状を形成するよりも、焼成後に、レー
ザ加工等により、不要な部分を切り落とす方が、形状精度が良好に保たれ、好ましいこと
による。
【００７８】
シート部材５２は、基板５となる他、固定板１と連結板２の厚みを振動板３Ａ～３Ｄより
も厚く形成するための部材であって、孔部５５、固定板１、連結板２が形成されている。
固定板１と連結板２の接合部には、切欠部８を形成しておくこともできる。このシート部
材５２を所定数ほど積層して、所望する固定板１並びに連結板２の厚みを得る。なお、固
定板１を連結板２よりも薄く形成する場合には、シート部材５２から固定板１となる部分
のみを削除したシート部材を作製し、これを積層すればよい。孔部５５を形成したシート
部材５３は、基板５となる部材である。所定枚数ほど積層することで、所望する厚みを得
ることができる。
【００７９】
これらのシート部材５１～５３を、この順番で基準孔５４を利用して位置決めを行いなが
ら積層して、熱圧着等の方法により一体化し、積層体を作製する。そしてその後、１２０
０℃～１６００℃の温度で焼成を行う。なお、シート部材５１の最終的に振動板３Ａ～３
Ｄが形成される位置に、予め圧電素子４Ａ～４Ｄを形成しておき、積層体と一体焼成する
ことも好ましい。同時焼成による圧電素子４Ａ～４Ｄの配設方法としては、金型を用いた
プレス成形法又はスラリー原料を用いたテープ成形法等によって圧電膜を成形し、この焼
成前の圧電膜をシート部材５１に熱圧着で積層し、同時に焼結して基板と圧電膜とを同時
に作製する方法が挙げられる。但し、この場合には、後述する膜形成法を用いて、基板あ
るいは圧電膜に予め電極を形成しておく必要がある。
【００８０】
圧電膜の焼成温度は、これを構成する材料によって適宜定められるが、一般には、８００
℃～１４００℃であり、好ましくは１０００℃～１４００℃である。この場合、圧電膜の
組成を制御するために、圧電膜の材料の蒸発源の存在化に焼結することが好ましい。なお
、圧電膜の焼成と基板との焼成を同時に行う場合には、両者の焼成条件をマッチングする
ことが当然に必要となる。
【００８１】
また、焼結後の積層体における振動板形成位置に、スクリーン印刷法、ディッピング法、
塗布法、電気泳動法等の厚膜形成法、イオンビーム法、スパッタリング法、真空蒸着、イ
オンプレーティング法、化学気相蒸着法（ＣＶＤ）、メッキ等の各種薄膜形成法により、
圧電素子を配設することができる。このうち、本発明においては、圧電膜を形成するにあ
たり、スクリーン印刷法やディッピング法、塗布法、電気泳動法等による厚膜形成法が好
適に採用される。これは、これらの手法は、平均粒径０．０１～５μｍ、好ましくは０．
０５～３μｍの圧電セラミックスの粒子を主成分とするペーストやスラリー、又はサスペ
ンションやエマルション、ゾル等を用いて圧電膜を形成することができ、良好な圧電作動
特性が得られるからである。また、特に電気泳動法は、膜を高い密度で、かつ、高い形状
精度で形成できることをはじめ、技術文献「「ＤＥＮＫＩ　ＫＡＧＡＫＵ」、５３，Ｎｏ
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．１（１９８５）ｐ６３～６８、安斎和夫著」に記載されているような特徴を有する。従
って、要求精度や信頼性等を考慮して、適宜、手法を選択して用いると良い。
【００８２】
例えば、作製した積層体を所定条件にて焼成した後、焼成後のシート部材２１の表面の所
定位置に第１電極を印刷、焼成し、次いで圧電膜を印刷、焼成し、更に第２電極を印刷、
焼成して圧電素子を配設することができ、続いて形成された圧電素子における電極を測定
装置に接続するための電極リードを印刷、焼成する。ここで、例えば、第１電極として白
金（Ｐｔ）を、圧電膜としてはジルコン酸チタン酸鉛（ＰＺＴ）を、第２電極としては金
（Ａｕ）を、更に電極リードとして銀（Ａｇ）等の材料を使用すると、焼成工程における
焼成温度が逐次低くなるように設定されるので、ある焼成段階において、それより以前に
焼成された材料の再焼結が起こらず、電極材等の剥離や凝集といった不具合の発生を回避
することが可能となる。
【００８３】
なお、適当な材料を選択することにより、圧電素子の各部材と電極リードを逐次印刷して
、一回で一体焼成することも可能であり、一方、圧電膜を形成した後に低温で各電極等を
設けることもできる。また、圧電素子の各部材と電極リードはスパッタ法や蒸着法等の薄
膜法によって形成してもかまわず、この場合には、必ずしも熱処理を必要としない。
【００８４】
こうして圧電素子を膜形成法によって形成することにより、接着剤を用いることなく圧電
素子と振動板とを一体的に接合、配設することができ、信頼性、再現性を確保し、集積化
を容易とすることができる。ここで、更に圧電膜を適当なパターンに形成してもよく、そ
の形成方法としては、例えば、スクリーン印刷法やフォトリソグラフィー法、あるいはレ
ーザ加工法、又はスライシング、超音波加工等の機械加工法を用いることができる。
【００８５】
次に、圧電素子４Ａ～４Ｄや電極リードが形成された焼成後の積層体の所定位置に振動板
３Ａ～３Ｄや固定板１、連結板２、また必要に応じて切欠部８を形成する。ここで、ＹＡ
Ｇレーザの第４次高調波を用いた加工により、焼結後のシート部材２１の不要な部分を切
り出し加工して除去することが好ましい。こうして、振動板３Ａ～３Ｄ、固定板１、連結
板２を図１に示す形状に加工することができる。なお、基板５に相当する部分であって、
不要な部分を前記レーザ加工やダイシングによって除去しても構わない。また、主にシー
ト部材２２により形成された固定板１、連結板２の形状や、シート部材２１により形成さ
れた振動板３Ａ～３Ｄ等の形状を、このような加工時に調整することで、変位量を調整す
ることも好ましい。
【００８６】
更に、図１２に示した圧電素子８８を、図１５に示すように、第２電極８７を上部電極、
第１電極８５を下部電極として、その中間に圧電膜８６を形成した圧電素子８８を一度配
設した後、上部電極をＹＡＧ第４次高調波レーザ、機械加工等により除去して圧電素子の
有効電極面積を調整して、圧電／電歪デバイスのインピーダンス等の電気特性を調整し、
所定の変位特性を得ることも好ましい。なお、圧電素子８８の構造が、図１３あるいは図
１４に示されるような櫛型構造である場合には、一方のあるいは両方の電極の一部を除去
すればよい。
【００８７】
このような加工においては、上記のＹＡＧ第４次高調波レーザを用いた加工以外にも、Ｙ
ＡＧレーザ及びＹＡＧレーザの第２次又は第３次高調波、エキシマレーザ、ＣＯ 2レーザ
等によるレーザ加工、電子ビーム加工、ダイシング（機械加工）など、駆動部の大きさと
形状に適した種々の加工方法を適用することができる。
【００８８】
なお、本発明のデバイスは、上述したグリーンシートを用いた作製方法の他に、成形型を
用いた加圧成形法や鋳込成形法、射出成形法等を用いて作製することもできる。これらの
場合においても、焼成前後において、切削や研削加工、レーザ加工、パンチングによる打
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ち抜き、あるいは超音波加工等の機械加工により加工が施され、所定形状とされる。
【００８９】
こうして作製されたデバイス１１における圧電素子４Ａ～４Ｄ並びに並びに電極リード上
に形成する絶縁コーティング層は、ガラス若しくは樹脂を用いて、スクリーン印刷法、塗
布法、スプレー法等によって形成することができる。ここで、材料としてガラスを用いた
場合には、デバイス自体をガラスの軟化温度程度まで昇温する必要があり、また硬度が大
きいので変位若しくは振動を阻害するおそれがあるが、樹脂は柔らかく、しかも乾燥程度
の処理で済むことから、樹脂を用いることが好ましい。
【００９０】
なお、絶縁コーティング層として用いられる樹脂として、フッ素樹脂あるいはシリコーン
樹脂が好適に用いられる旨は既に述べたが、これらの樹脂を用いる場合には、下地のセラ
ミックスとの密着性を改善する目的で、使用する樹脂とセラミックスとの種類に応じたプ
ライマー層を形成し、その上に絶縁コーティング層を形成することが好ましい。
【００９１】
次に、絶縁コーティング層上に形成されるシールド層の形成は、絶縁コーティング層が樹
脂からなる場合には、焼成処理を行うことが困難なため、種々の金属材料を用いる場合に
は、スパッタ法等の加熱を要しない方法を用いて行われ、一方、金属粉末と樹脂からなる
導電性ペーストを用いる場合には、スクリーン印刷法、塗布法等を好適に用いることがで
きる。なお、絶縁コーティング層をガラスで形成した場合には、ガラスが流動しない温度
以下で、金属ペーストをスクリーン印刷等し、焼成することも可能である。
【００９２】
以上、本発明の圧電／電歪デバイスの態様、材料、製法について、詳述してきたが、本発
明が上記実施の態様に限定されるものでないことはいうまでもなく、本発明には上記の実
施態様の他にも、本発明の趣旨を逸脱しない限りにおいて、当業者の知識に基づいて種々
の変更、修正、改良等を加え得るものであることが理解されるべきである。
【００９３】
【発明の効果】
　以上の説明で明らかなように、本発明の圧電／電歪デバイスは、構造が簡単であり小型
化、軽量化が容易であるとともに、外部からの有害振動等の影響を受け難い特徴を有する
。また、

静的変位のみならず、動的変位のいずれに対しても高精度
な制御が可能であり、大変位を容易に得ることができるとともに、センサとして用いた場
合には高感度とすることができるという特徴を有する。更にグリーンシート積層法といっ
た簡便な製造方法を用いることにより、一体構造として信頼性を高めつつ、安価に作製す
ることができる利点がある。加えて、構成材料の選択の許容範囲が広く、目的に応じて都
度好適な材料を使用することができる利点もある。従って、各種のアクチュエータやセン
サに組み込んだ場合に高精度な制御、測定が可能となり、また、小型化、軽量化にも寄与
するという優れた効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の圧電／電歪デバイスの一実施態様を示す (a)平面図及び (b)断面図であ
る。
【図２】　本発明の圧電／電歪デバイスの別の実施態様を示す平面図である。
【図３】　本発明の圧電／電歪デバイスの更に別の実施態様を示す平面図である。
【図４】　本発明の圧電／電歪デバイスの更に別の実施態様を示す平面図である。
【図５】　本発明の圧電／電歪デバイスの更に別の実施態様を示す (a)平面図及び (b)断面
図並びに (c)変位説明図である。
【図６】　本発明の圧電／電歪デバイスの更に別の実施態様を示す (a)平面図及び (b)断面
図である。
【図７】　本発明の圧電／電歪デバイスの更に別の実施態様を示す平面図である。
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応答速度や変位量などを任意に設定することができるとともに、圧電素子の駆動
を制御することで、一軸回転変位、面内回転変位や回転変位等の変位方向も自在にコント
ロールすることができるため、



【図８】　本発明の圧電／電歪デバイスの更に別の実施態様を示す平面図である。
【図９】　本発明の圧電／電歪デバイスの更に別の実施態様を示す (a)平面図及び (b)(c)(
d)断面図である。
【図１０】　図９記載の圧電／電歪デバイスの更に詳細な構造の一態様を示す (a)平面図
及び (b)(c)(d)断面図である。
【図１１】　本発明の圧電／電歪デバイスの作製に用いられるシート部材の形状例を示す
平面図である。
【図１２】　本発明の圧電／電歪デバイスに配設される圧電素子の一実施態様を示す斜視
図である。
【図１３】　本発明の圧電／電歪デバイスに配設される圧電素子の別の実施態様を示す斜
視図である。
【図１４】　本発明の圧電／電歪デバイスに配設される圧電素子の更に別の実施態様を示
す斜視図である。
【図１５】　本発明の圧電／電歪デバイスの圧電素子の加工方法の一例を示す説明図であ
る。
【図１６】　従来の圧電／電歪デバイス（圧電アクチュエータ）の構造の一例を示す斜視
図である。
【図１７】　本発明の圧電／電歪デバイスの更に別の実施態様を示す平面図である。
【図１８】　本発明の圧電／電歪デバイスの更に別の実施態様を示す平面図である。
【図１９】　本発明の圧電／電歪デバイスの更に別の実施態様を示す平面図である。
【符号の説明】
１…固定板、２…連結板、３Ａ～３Ｄ…振動板、４Ａ～４Ｄ…圧電素子、５…基板、６Ａ
・６Ｂ…凹部、７…間隙部、８…切欠部、９…間隙部、１０…切欠部、１１…間隙部、１
２…ひんじ部、２１Ａ～２１Ｄ…電極リード、２２…絶縁コーティング層、２３…シール
ド層、２４…スルーホール、３１～３９…圧電／電歪デバイス（デバイス）、５１～５３
…シート部材、５４…基準孔、５５…孔部、８５…第１電極、８６…圧電膜、８７…第２
電極、８８…圧電素子、８９…振動膜、９０…圧電膜、９１…第１電極、９２…第２電極
、９３…隙間部、９４Ａ・９４Ｂ…圧電素子、１０２…梁部、１０３…固定部、１０４…
可動部、１０５…電極層。
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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【 図 ８ 】 【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】
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【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】 【 図 １ ９ 】
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